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2018 年台風第 21 号により関西国際空港において，護岸からの越波による浸水により空港の被災・

機能停止が生じ，国民経済や国民生活に多大な影響を与えた．このことから，新潟空港護岸におい

て，近年の波浪状況や縦横断・深浅測量，地盤沈下の影響，周辺環境の変化等，最新データに基づく

護岸の越波に対する性能評価を実施した．その結果について報告する． 
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1． はじめに                                                                                                          

 新潟空港は，2,500mの滑走路を備え，日本海側の拠点

空港としてその役割を果たしている．また，大規模地震

発生時には被災地への緊急物資輸送や人員輸送基地とし

ての役割も求められており，滑走路の耐震対策等の防

災・減災対策が進められていた． 

 このような中，2018 年台風第 21 号により関西国際空

港では護岸からの越波により広範囲にわたり大規模な浸

水が発生し，滑走路や旅客取扱システムの一部が使用不

可になる等，空港の被災・機能停止が生じ，国民経済や

国民生活に多大な影響を与えた． 

 このため，新潟空港護岸において，近年の波浪状況や

縦横断・深浅測量の結果，地盤沈下の影響，周辺環境の

変化等，最新データに基づく護岸の越波に対する性能評

価を実施することとした． 

 

 

図-1 各護岸の位置 

 

 

2．空港護岸の評価方法 

 本検討では，まず，各護岸において許容越波流量を満

足する護岸天端高（以下「所要天端高」）を算定し，次

に所要天端高と護岸天端高とを比較し，「護岸天端高＞

所要天端高」となっているかを確認することとした． 

 今回検討対象とした護岸は図-1に示すＡ～Ｅ護岸とし

たが，本論文では，主にＣ・Ｄ・Ｅ護岸の検討状況につ

いて述べる．Ｃ・Ｄ・Ｅ各護岸の断面図を図-2に示す． 

   

 

 

 
図-2 各護岸断面図 
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各護岸の許容越波流量は護岸建設当初の設計時と同じ

く「0.02m3/sec/m」とした．所要天端高を算定するため

には，「護岸・海底面の変状の有無」，「護岸前面の波

高・潮位」等を適切に確認・設定する必要がある．一方，

新潟空港周辺は経年的な地盤沈下や，土砂処分場護岸の

事業進捗の影響も考慮する必要がある．以降，その詳細

について述べる． 

 

3．自然条件等の整理・検討 

(1) 護岸，消波工，海底地形の状況把握 

 護岸が完成してから 26 年以上経過していることから，

令和元年度に護岸及び海底地形の変状を UAV 及びマル

チビームにより測量し確認した．結果（図-3），Ｃ～Ｅ

護岸前面の消波工は護岸天端高に対し，明確な沈下は確

認されず，護岸前面水深についても局所的な大きな変化

は確認されなかった．よって，本検討においては，当初

設計の断面形状で評価が可能であると判断した． 

 

 

 

図-3  新潟空港D護岸測量断面図 

 

(2) 護岸現況天端高及び将来天端高の設定 

新潟平野ではかつて地下のガス層からの天然ガス採取

により，地盤沈下が急激に進行したといわれている．採

取規制により近年は地盤沈下の進行が遅くなっているが，

現在も線形的に沈下が進行している．今回，検討対象と

する護岸付近の水準点においても年間 0.8cm 程度線形的

に沈下していた．このため，本検討において地盤沈下の

影響を考慮した将来の天端高及び水深の検討を行う必要

があった． 

新潟空港の護岸天端高は，1996年から継続的に測量を

行っている．直近の 2006 年と 2019 年の測量結果より，

今後も線形的に天端高が沈下すると想定し，将来の護岸

天端高を設定することとした（図-4）． 

 

 

 

 
図-4 各護岸の将来天端高の設定（C-2，D，E-1護岸） 

 

(3) 最新データに基づく設計波の算定 

a) 沖波波浪諸元の設定 

 各護岸設計時の設計沖波は，1975 年～1987 年（39 年

間）の実測波に基づき設計していた．一方，本検討にお

いては近年の波浪状況を反映させるため，1986 年～2018
年（33 年間）の波浪推算データを用い，6 波向について

極値統計解析を行い 50 年確率波(沖波)を算定した（表-
1）． 

 

 表-1 50年確率波(沖波)の波浪諸元（波浪推算） 

 
 

b) 護岸前面における検討波の算定 

 設定された沖波から，護岸前面の検討波を算定した．

なお，新潟空港沖合では，土砂処分場の護岸整備が進め

られているため，波の回折の影響を考慮する必要があり，

更に事業進捗による影響変化も考慮する必要がある（図

-5，6）．このため，波浪変形計算は，土砂処分場護岸

付近まではエネルギー平衡方程式で行い，空港護岸前面

までは回折が計算可能な高山法により算定した． 

 

 

図-5土砂処分場進捗①  図-6 土砂処分場進捗②  

波向 有義波高(m) 有義波周期(s)

WSW 7.36 10.4

W 7.94 10.9
WNW 8.87 11.8
NW 10.37 12.9

NNW 10.68 13.4
N 8.69 13.0
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c) 検討潮位の設定 

検討潮位は，当初設計時と同様に既住最高潮位 

（H.H.W.L.=T.P.+1.0m：1981.8.23 9:00 台風15号時)とした． 

 

4．空港護岸の評価検討 

(1) 検討条件及び所要天端高の算定 

 本検討では，以下の 3時期を対象に護岸の越波に対す

る性能評価を行うこととした． 

 

 (ｱ) 土砂処分場進捗①（図-5） 

 (ｲ) 土砂処分場進捗②（図-6） 

 (ｳ) 空港護岸完成後 50年経過時 

 

 なお，(ｱ)から(ｲ)までの期間を 11年，(ｱ)から(ｳ)まで

の期間を 24年と設定した． 但し，使用する検討波につ

いては，過小評価を避けるため(ｱ)(ｲ)の時期は図-5 の形

状における波浪，(ｳ)の時期には図-6 の形状における波

浪を与え検討することとした． 

 所要天端高は，「合田の許容越波流量推定図（港湾の

施設の技術上の基準・同解説（以下「港湾基準」））」

に基づき算定した．さらにＤ・Ｅ護岸は，当初設計時に

おいて 1989 年度の水理模型実験（以下「H1 越波実験」）

結果により断面を決定していることから，H1 越波実験

結果に基づく所要天端高の算定も行った． 

 算定した結果，各護岸とも波向 NNW の波浪に対して

所要天端高が最大となった．波向 NNW における各護岸，

各時期の所要天端高の算定結果を表-2に示す． 

 

表-2 各時期における所要天端高     
(C，D，E区間：波向NNW） 

  

なお，(ｳ)の時期においてＥ護岸は図-6のとおり波浪

が遮蔽されるため，算定は行っていない． 

 

(2) 空港護岸の評価結果① 

 前項 4．(1)で算定した所要天端高と，3．(2)で算定し

た現況及び将来天端高（以下「推定天端高」）を比較し，

「推定天端高＞所要天端高」となっているかを確認した

比較の結果を図-7に示す． 

 

 

 

 

図-7 各護岸における所要天端高と推定天端高との比較 

  

その結果，Ｄ及びＥ護岸においては，全ての時期で所

要天端高より推定天端高の方が上回っており，越波に対

する防護機能が確保されることが分かった． 

一方，Ｃ護岸においては全ての時期で所要天端高を満

足しない結果となった．この結果は，Ｃ護岸に入射する

最大の波向は NNW 方向（図-8，護岸法線に対し波浪の

入射角は約 77°）であり，ほぼ護岸に沿って入射する

波浪となることから 4．(1)で算定した所要天端高が過大

評価となっている可能性があった． 

護岸 時期
検討波高
H0(m)

入射角
β(°)

検討潮位
(D.L. m)

検討水深
h(m)

所要天端高
（合田）

(D.L. m)

所要天端高
（越波実験）

(D.L. m)
(ｱ) 8.8 8.1 6.2 -
(ｲ) 8.8 8.2 6.2 -
(ｳ) 8.3 8.3 6.4 -
(ｱ) 9.0 8.4 6.4 -
(ｲ) 9.0 8.5 6.4 -
(ｳ) 8.4 8.6 6.7 -
(ｱ) 8.2 9.2 8.2 8.7
(ｲ) 8.2 9.2 8.2 8.7
(ｳ) 7.6 9.3 8.0 8.6
(ｱ) 6.4 9.0 7.8 7.1
(ｲ) 6.4 9.2 8.0 7.2
(ｳ) - - - - - -
(ｱ) 5.3 8.8 6.2 6.0
(ｲ) 5.3 9.0 6.3 6.0
(ｳ) - - - - - -

E-2
33 1.0

1.0

E-1
21 1.0

C-2 1.077

C-1 77 1.0

D 12

E-1護岸 

D護岸 

C-2護岸 



 

 

図-8 各護岸及び最大波向の位置関係 

 

このため，港湾基準にも記載があり，斜め入射波にな

る空間的な波の波形などを捉えることが可能な数値波動

水槽を用いた 3 次元シミュレーション（CADMAS-
SURF/3D：以下「CS3D」）により詳細解析を行うこと

とした． 

 

(3) 空港護岸の評価結果② 

 Ｃ護岸に対し，CS3D により護岸前面の波浪伝達状況

を確認した上で所要天端高の考察を行うこととした． 

 現状の CS3D は不規則波を取り扱うことが出来ない．

しかし，規則波で評価を行うと過小評価となる可能性が

あるため，入力波は有義波高を 1.8 倍した最高波相当の

規則波を入力し，安全側の評価を行うこととした． 

 CS3D の検討状況を図-9 に示し，を護岸前面の時系列

波形の最高波頂高さと各時期の推定天端高を比較した結

果を図-10 に示す．シミュレーションの結果，波頂部は

各時期の推定天端高を下回り，護岸背面の水位変動が無

かったことから，越波が発生しないことが確認できた．

この結果から，Ｃ護岸は越波に対する防護性能を全ての

時期において満足していることが確認できた． 

 

 

図-9  波浪伝播状況鳥瞰図 

 

 
 

 
図-10 CS3Dによる最高波頂高さと推定天端高との比較 

 

5． まとめ 

 空港護岸の越波に対する防護性能について，護岸の変

状確認，地盤沈下の影響，近年の波浪状況，周辺施設の

変化を踏まえ，評価を行った． 

 この結果，現状から護岸完成後 50 年経過時にわたる

全ての期間において，越波に対する防護性能を有してい

ることが分かった． 

なお，本稿では触れなかったが，陸側のＡ・Ｂ護岸に

ついても検討しており，十分な天端高が確保されている

ことを確認している．Ｄ護岸については推定天端高と所

要天端高の差が小さいが，Ｄ護岸背後の水叩き端部に胸

壁が既に設置されているため，空港場内への浸水は防げ

るものと考える． 

 

6． あとがき 

 完成後 26 年以上経過している新潟空港の護岸に対し，

近年の自然条件の変化を考慮し，完成から 50 年経過ま

でにおいて越波に対する防護性能が確保され，追加対策

は不要であることが確認できた． 

 ただし，今後の地球温暖化による海面上昇や気象状況

の変化に伴う波浪の増大，構造部材の損傷や変状等によ

る越波増大の可能性は否定できないことから，動向を注

視し，必要に応じて再検証を行う必要があると考える． 
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